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1．はじめに 
 平成 30 年 9 月 30 日 03 時 07 分に震源地を胆振地方中

東部とするマグニチュード 6.7，震源の深さを 37 ㎞の地

震が発生した．最大震度は震度階級で最も高い震度 7 で
北海道では初めて観測された．各地の震度として厚真町

で震度 7，安平町，むかわ町で震度 6 強，札幌市東区，

千歳市，日高町，平取町で震度 6 弱を観測した．北海道

での人的・物的被害の状況（消防庁情報：1 月 28 日 14：
30 現在）として人的被害は死者 42 人，重傷 31 人，軽傷

731 人で建物被害は住家被害として全壊 462 棟，半壊

1,570 棟，一部損壊 12,600 棟，非住家被害として 2,456 棟
と記録された．また地震発生直後から 17 分後に日本で

初めてとなる北海道エリア全域におよぶ大規模停電（ブ

ラックアウト）が発生した．経済産業省によると当時北

海道で動いていたもっとも大きな発電所である苫東厚真

火力発電所が停止し，風力発電所や水力発電所も大量に

停止し，電力の供給が失われた．結果的に地震発生後に

は最大約 295 万戸が停電していたが，発生後から約 2 日
でそのうちの約 99％が停電から復旧した． 
このような胆振東部地震に関する先行研究として，木村

ら 1)が胆振東部地震の市民意識とその避難や備えに対し

て室蘭市民を対象としてアンケートを実施し，発災前後

における市民意識の変化について分析している． しかし，

政令指定都市である札幌市に関する分析事例はない．そ

こで本研究では，札幌市で行われた胆振東部地震後の市

民意識アンケートに基づいて，地震の経験により，防災・

減災に対する市民意識の変化について，クラスター分析

を用いて考察することを目的をする．  
 

2．データ 
2．1 アンケート調査の概要 
最大震度 6 弱の地震を受け，市民の発災中の行動を把

握するとともに，地震の発生前後で市民の災害への備え

に対する意識を調査し，今後の防災対策に活かすことを

目的として，札幌市は平成 30 年に市民アンケート調査

を実施した 2)． 
 

2．2 調査票の配布・回収状況 
 調査票の配布，回収状況は次のとおりである． 
（1）期間 
平成 30 年 11 月 7 日から平成 30 年 11 月 22 日 

（2）調査対象・調査方法・回収結果 
調査対象は札幌市内の満 20 歳以上の男女 5,000 人で

住民基本台帳から無作為抽出をした．調査方法は調査票

郵送，返信用封筒で回収した．有効回答数は 3,177 件で

回答率 63.5％だった． 
 

（3）設問項目 
設問項目は個人・世帯属性（性別，年齢，同居世帯，

居住地など），胆振東部地震時の避難行動（避難実施の有

無，避難先，避難期間），発災前の個人・家庭の備え，発

災後の新たな備え， 避難先の選択理由，電力復旧後の情

報の取得方法， 避難先で困ったこと等である．図-1，図

-2，図-3 に回答者の性別，年齢階級の回答者の割合，居

住区の回答者の割合を示す．    
 
3．クロス集計 
本研究では，まず回答者属性ごとの傾向を見るためにク

 

図-1 回答者の性別割合 

図-3 回答者の居住区別割合 

図-2 回答者の年齢階級別割合 
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ロス集計を行う．まず発災前後についてのアンケート結

果を年代別にクロス集計した．ここで年齢階級別の災害

への事前の備え（図-4），年齢階級別の地震防災マップ所

持の有無（図-5），年齢階級別の災害後の新たな対策（図

-6）に示す．なお，災害への事前の備えについては設問

「あなたは，災害に備え事前にどのような対策をとって

いましたか．」に対し， 回答「1．家具の固定や配置の工

夫 2．家屋や塀などの耐震補強 ，3．家族間での連絡方

法や集合場所等の共有， 4．備蓄品や非常持ち出し品の

用意， 5．災害時の心得や知識の習得（ハザードマップ

の確認など）， 6．避難方法や最寄りの避難場所の確認， 
7．災害関連の保険への加入， 8．その他（ ）， 9．特に

何もしていなかった」，上記中あてはまるものすべてを選

択する形式で回答を得た．なお無回答は 0 としている． 
災害後の新たな対策については設問「あなたは，ご家

庭で「新たに」どのような対策を行いましたか．」に対し，

回答は，先ほどの設問項目に「10 すでに十分な対策をと

っていたため新たな対策は不要だった」を追加し，今後

取り組む予定の項目と先程同様にあてはまるものすべて

を選択する形式で回答を得た． 
地震防災マップ所持の有無については設問「あなたは，

札幌市が発行している「地震防災マップ」を持っていま

したか．」に対し，回答「1．持っていたし，内容も確認

していた，2．持っていたが，内容は確認していなかった，

3，持っていなかったが，札幌市公式ホームページ等で内

容は確認していた，4．持っていなかったが，存在は知っ

ていた，5．持っていなかったし，存在も知らなかった」，

の中から一つだけを選択する形式で回答を得た．無回答

のものは 0 とした． 
クロス集計の結果，図-4 に示す災害への事前の備えに

ついては「3．家族間での連絡方法や集合場所等の共有」

の回答者は 30 から 70 代以上の回答者に対し，20 代の回

答者の割合が少ない結果となった．また設問 9 を除き全

体的に年齢が増加するほど備えの状況が増える傾向が読

み取れる．また，設問「9．特に何もしていなかった」に

ついて 20 代の回答者が 50％を超えており，30 代の回答

者も 40％を占める結果となった．以上から世代を追うに

つれて防災意識が高まり，地震について備えているとい

うことが推察される． 
地震防災マップ所持の有無についても災害の事前の備

えと同様に年代が上がるにつれて増加する傾向になった．

災害後の新たな対策については災害への事前の備えと比

較して，設問 9「9．特に何もしていなかった」の割合が

平均して 2 割も減少している． 
図-6 に示す設問「4．備蓄品や非常持ち出し品の用意」

に間しては，年齢が上がるごとに割合が低下している．

このことから若年層は発災を経験して備蓄品や非常持ち

出し品の用意をした人が増加したことがわかる． 
 

4．クラスター分析 
4．1 発災前の備えに関する類型化 
本研究ではまず胆振東部地震の発災前後の備えの状況

を把握するためにクラスター分析を行った．分析手順と

しては，k-means 法を用いてクラスタリングした．はじめ

に地震発生前の状況について分析を行った．類型化した

クラスター数は 3 とした．各クラスターに分類されたサ

ンプル数は，CL1（n=1124），CL2（n=1638），CL3（n=415）
となった．発災前のクラスタリングをした説明変数と集

計結果を表-1 に記す．表-1 では各クラスターの特徴を把

握するため，クラスター間の回答割合の差の最大値が

30%以上である大きい特徴量に色付けをしている． 
表-1 の結果から，本研究では各クラスターを以下のよ

うに位置付ける．CL1 は災害への事前の対策をし，非常

食，照明器具等の備蓄品を揃え，防災マップを保持して

いることから災害への事前の備えが高いグループと言え

る．CL2 は CL1 より災害への事前の対策，備蓄ともに低

いが CL3 よりは災害への事前の対策，備蓄ともに回答者

割合が高いことから「災害への事前の備え（中）」グルー

プと言える．CL3 は，非常食，照明器具等の備蓄品を揃

えておらず，防災マップも保持していない「災害への事

 

図-4  年齢階級別の災害への事前の備え 

図-5  年齢階級別の地震防災マップ所持の有無 

図-6 年齢階級別の災害後の新たな対策 
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前の備え（低）」グループと言える．  
 
4．2 発災後の備えに関する類型化 
次に地震発生後の状況について分析を行った．それぞ

れ各クラスターを CL4（n＝560），CL5（n＝1871），CL6
（n＝746）とする．表-1 と同様に発災後のクラスタリン

グをした説明変数の集計結果を表-2 に示す． 
表-2 より，以下のように各クラスターを特徴づけた．

CL4 は災害への事前の対策をし，非常食，照明器具等の

備蓄品を揃えている．また，「災害時における情報入手の

為に新たに用意したもの」についてはラジオについて回

答者割合が 5 割を超え，防災マップについては他のクラ

スターとの差はほぼ見られず，防災関連事業については

CL5 と近い値である．つまり CL1 は「災害への新たな備

え（高）」と言える． CL5 は新たな情報入手のために用

意したものの無回答が高いが CL4 と同様に新たな対策

や備蓄品を用意していることから「災害への新たな備え

（中）」グループと言える．CL6 は新たな家庭の対策，備

蓄品，情報入手，防災マップ，防災関連事業に対して全

て低い評価となっていることから「災害への新たな備え

（低）」グループと言える． 
 
５．考察  
発災前と発災後のクラスターを組み合わせ，表-3 に示

すように GR1~GR9 に細かくグループ分けを行った．「災

害への事前の備えが（高）」かつ「災害への新たな備え（高）」

である GR1 は最も防災意識が高いグループと言える．次

に「災害への事前の備えが（低）」かつ「災害への新たな

備え（低）」である GR9 は最も防災意識が低いグループ

と言える．最後にこの「災害への事前の備えが（低）」か

つ「災害への新たな備え（高）」の GR3 とし，3 つのグル

ープに対して分析を行う．また無回答は省き，クラスタ

ー間の差が 10％以上あるもののみを表-4 に表示する． 
最初に GR1 と GR9 の比較を行う．表-4 より，属性で

は性別，家族構成と地域活動に違いがみられた． GR1 は
女性の比率が高く，家族構成は高齢者が同居、定期的に

町内会の地域活動に参加している人が多いことがわかる．

反対に男性，独身，地域活動に参加していない人は防災

意識が低い GR9 に属していることがわかる．次に GR1
と GR9 の地震発生時の業況では，役に立った備蓄品，防

災マップの活用，停電中の必要な情報種類や情報の入手

方法，復旧後の必要な情報種類や情報の入手方法に違い

がみられた．役に立った備蓄品や防災マップでは，GR9
「災害への事前の備えが（低）」グループに属しているた

め，GR1 と比較して全体的に非常に低い値となる．GR1
は停電中に震度・気象情報や断水・給水の情報を求めて

いることがわかる．また手段に関しては，ラジオ，携帯

電話や家族・隣人の口コミなどによるものが大きい．こ

れはあらかじめ防災対策としてラジオの備え，アプリ，

家族間の意識の共有があるためと考えられる．また GR
１は電力復旧後，GR9 と比較して，震度・気象，停電復

旧情報，被害情報，友人の安否情報を必要としている．

表-1 発災前の備えに関する類型化結果 

 

表-2 発災後の新たな備えに関する類型化結果 
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GR1 は復旧後の取得方法では GR9 と異なり様々な媒体

から情報入手していることがわかる． 
次にともに「災害への事前の備え（低）」グループだが

「災害への新たな備え（高）」グループが異なる GR3 と
GR9 を比較する． 表-4 より，属性では性別，家族構成，

年齢，職業，電話所持に違いがみられた．性別では GR3
は女性比率が非常に高く，20 代，30 代の比率が高く，高

齢者の比率が低いものとなっている．若い年代が多いこ

とから，家族構成は就学前児童の割合が比較的に高く，

スマートフォンの所持率が高い．また職業では GR9 と比

較して無職が少ない． 次に GR3 と GR9 の地震発生時の

業況では，停電中の必要な情報種類や情報の入手方法，

復旧後の必要な情報種類や情報の入手方法に違いがみら

れた．GR3 は停電中に震度・気象情報，断水・給水、避

難所の開設，携帯電話の充電場所や被害情報を必要とし

ていた．これらの値は GR9 は勿論，GR1 を超える値とな

っている．停電中の情報入手方法としては，携帯電話や

口コミが非常に高い値となっており，中でも SNS は GR1
や GR9 と比べて高い値となっている．これは年齢層が若

く，SNSやスマートフォンが浸透していると考えられる．

電力復旧後も GR3 は GR9 と比較して，震度・気象，停

電復旧情報，被害情報を必要としている．またそれらの

主な取得方法は携帯電話となっている． 

 
６．おわりに 
 本研究では胆振東部地震後の市民意識アンケートを対

象として，クラスター分析をし，特徴量を明らかにした．

結果に関しては考察に述べたとおりである．今後の課題

としては，要因の抽出をさらに詳細化するためにランダ

ムフォレスト等の機械学習を使ってその特徴を明らかに

することが課題である． 
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表-3 発災前後で類型化した組み合わせ 

 

表-4 発災前後で類型化した組み合わせの属性，発災中の

状況についての質問項目と集計結果 
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